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電気主任技術者の人材の
不足に係る業界の現状と
人材確保のための取組

令和５年１０月２６日

全国電気管理技術者協会連合会
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1.1連合会内における管理技術者数の現状
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会員数の推移と各協会割合
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▪ 全国電気管理技術者協会連合

会（以下連合会）内の管理技術

者である会員（以下会員）の数

は年々減少傾向にある。

▪ ただし各協会の比率は大きく

変化はない。
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1.1連合会内における管理技術者数の現状
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▪ 各協会の増減率でみると東京

協会を除く加盟協会では前年

度の大幅な増加率を除くと

1％～‐1％間での推移となっ

ている。

▪ 全体をみると令和3年度は大

きく増加傾向となっているが、

その他の年度は、概ね平均的

な推移となっている。
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1.1連合会内における管理技術者数の現状
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会員年齢構成（令和4年度末） ▪ 全国の会員を年齢別にみると

66歳以上の会員が全体の60

パーセントを占めている状況

である。

▪ 加盟協会の年齢構成も多少の

誤差はあるものの高齢化の状

況は変わらない
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1.1連合会内における管理技術者数の現状
【参考】経験年数の割合（東京協会）
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▪ 東京協会における入会から現

在までの経験年数を可視化し

たものが左のグラフとなる。

▪ 年齢分布と比べてみてもわか

るとおり、11年以上の会員が

60％を占めており、年齢構成

と相関があるようにも見受け

られる。
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1.2 連合会内における受託件数の現状

▪ 会員は自家用電気工作物設置者の事
業場において「保安規程」に基づき、自
らが月次・年次点検等を行っている。
（年次点検は応援の会員と共に実施）

▪ 会員が受託する件数は自身の力量で
調整している。
しかし、３３点の範囲内での受託とな
ることから、点数いっぱいの会員は新
たな保安管理業務の委託契約を他の
会員に紹介するケースもある。

▪ 連合会内の受託施設数の推移をみる
と平成３０年度をピークとして減少傾
向に転じている。
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1.2 連合会内における受託件数の現状

▪ 受託施設の平均で見てみると、

会員減少の影響も相まり、一

人当たりの受託件数平均値は

上昇傾向にある。

▪ これは各協会でも変わらず

30-40件前後が平均となっ

ている。0
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2.1 人材確保のための取り組み
～東京協会の施策を例として～

▪ すべての加盟協会で入会希望

者のために役員（会員）と事務

局が入会までのフローや実務

経歴証明書の書き方などを説

明する「入会希望者説明会（東

京協会）」を行っている。

▪ 東京協会の実績ではコロナ感

染拡大が収まりを見せたころ

より説明会参加者数が増加、

毎回会場が満員となっている。
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2.1 人材確保のための取り組み
～東京協会の施策を例として～

▪ 入会希望者説明会では電気管

理技術者として開業にあたる

メリットの紹介は勿論のこと、

電気管理技術者である会員か

らの生の声を聴くことができ

る機会でもある。

▪ 入会にあたっての実務経歴の

相談は説明会以外でも担当部

署が随時相談にあたっている。
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2.1 人材確保のための取り組み
～東京協会の施策を例として～

▪ 令和３年度の「保安管理業務講
習」の開始により、実務経歴の短
縮が可能となった。

▪ 東京協会の数値をみると、令和
３年度以降入会者数は増加に転
じているため、一定の需要があ
るようにも見える。
※保安管理業務講習受講者の
入会者数
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2.1 人材確保のための取り組み
～東京協会の施策を例として～

▪ 開業にあたり、講習会・研修会

を開催、法令関係・電気技術者

としての責務・税務関係・保険

制度についての座学講習と各

種実技講習を実施している。

▪ 電気管理技術者としてのスキ

ルアップを目指し、入会後すぐ

に活躍できるようカリキュラム

を設定している。（所属支部で

も実施）
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2.1 人材確保のための取り組み
～その他の取り組み～

▪ オーム社発行の「新電気」や（公社）

日本電気技術者協会の会報におい

て、広告掲載などを行っている。

▪ 高校や専門学校、高等技術専門校な

どに講師を派遣、ノベルティグッズ

を配布するなど認知度向上を図っ

ている。

▪ YouTube・ホームページなどでも

周知を行っている。

▪ また、若年者の入職支援のため、イ

ンターンシップを行う協会もある。
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